法務・総務のための社内研修資料20選
第18回　フリーランス法研修
フリーランス発注前・発注後チェックリスト
対象取引／取引条件／支払／募集・就業環境／解除・労働者性
	対象： 発注担当者・発注承認者・管理職
法令・制度基準日： 2026年6月18日　　会社名／実施日／講師名：【要記入】


本資料はフリーランス法対応の出発点です。フリーランス法該当性・違反該当性・労働者性・行政対応の最終判断は、社内規程及び法務・人事・購買・経理・コンプライアンス・専門家への相談を前提としてください。

	使い方
発注のたびに、第1部から順に確認します。☐に印を付け、迷う項目は法務・人事・購買へ相談してください。
このチェックリストは法的な自動判定表ではありません。該当性・違反該当性・労働者性の最終判断は、社内規程・関係部門・専門家への相談を前提とします。


第1部　対象者・対象取引確認チェック
1. 相手は個人で業務を受けるフリーランスか
1. 相手が従業員を使用しているか（週20時間以上かつ31日以上の雇用見込み）を確認したか
1. 法人の場合、代表者以外の役員や従業員の有無を確認したか
1. 副業として個人で業務を受けている人ではないか
1. 発注者側が業務委託事業者／特定業務委託事業者に該当し得るか
1. 業務委託の内容（制作・開発・デザイン・動画・原稿・講師・コンサル・システム・マーケ等）を整理したか
1. 労働者性が問題になり得る働かせ方（強い拘束・細かな指揮命令）ではないか
1. 短期・単発でも、更新の繰り返しで通算1か月以上、又は1か月以上の基本契約の下での発注は、第5条（禁止行為）の対象になり得ると理解したか
1. 判断に迷う場合、法務・人事・購買へ相談したか
第2部　取引条件明示チェック
1. 業務委託をした日を明示したか
1. 発注者とフリーランス双方の名称を明示したか
1. 業務内容・成果物・仕様を明示したか
1. 納期（受領日・提供日）を明示したか
1. 納品場所・提供場所を明示したか
1. 検査・検収の方法と完了日を明示したか
1. 報酬額を明示したか（困難な場合は算定方法）
1. 支払期日を具体的な日で明示したか
1. 支払方法を明示したか（金銭以外の場合を含む）
1. 経費・知財（譲渡/許諾範囲）・再委託・修正対応・変更時の協議方法を確認したか
1. メール・発注書・契約書・発注システム等で記録したか
第3部　報酬支払・変更・やり直しチェック
1. 報酬支払期日は給付受領日（役務提供日）から起算して60日以内か
1. 支払期日が具体的な日で特定できるか（「受領後60日以内」等の表現になっていないか）
1. 請求書未着・検収遅れ・社内承認遅れを理由に支払を遅らせていないか
1. 元委託者からの入金遅れを理由に支払を遅らせていないか
1. 再委託の例外を使う場合、再委託の旨・元委託者名・元委託の支払期日を明示したか
1. 発注時の報酬を後から減額していないか（手数料等の一方的控除を含む）
1. 受領拒否・返品をしていないか
1. 通常の対価に比して著しく低い報酬額（買いたたき）になっていないか
1. 購入・利用の強制、不当な経済上の利益提供要請をしていないか
1. 追加作業ややり直しを不当に無償で求めていないか
1. 変更内容・追加報酬・納期を協議し記録したか
第4部　募集情報・ハラスメント・就業環境整備チェック
1. 募集情報に虚偽又は誤解を生じさせる表示がないか
1. 業務内容・報酬・場所・期間・必要スキルが正確か
1. 氏名又は名称・住所・連絡先・業務内容・従事場所・報酬の6項目を満たしているか
1. 募集情報を最新に保っているか（古い募集を放置していないか）
1. 募集時の条件と実際の発注条件が違う場合、明確に説明し記録したか
1. ハラスメント相談窓口をフリーランスにも案内しているか
1. 相談対応・プライバシー保護・不利益取扱い防止の体制があるか
1. 現場担当者がフリーランスに対して不適切な言動をしていないか
1. 育児介護等との両立配慮の申出があった場合の対応先を確認したか
第5部　解除・不更新・労働者性チェック
1. 業務委託期間が6か月以上、又は継続的な取引に該当し得るか（更新による通算を含む）
1. 中途解除又は不更新を検討しているか
1. 原則30日前までの予告が必要な場面ではないか（予告日〜解除前日で30日確保）
1. 予告不要の例外事由に該当するか、慎重に確認したか
1. 理由開示を求められた場合の対応先（書面・メール等）を確認したか
1. 解除・不更新の理由と経緯を記録に残したか
1. 勤務時間・場所を過度に拘束していないか
1. 作業手順への細かな指揮命令をしていないか
1. 実質的に労働者と判断され得る働かせ方ではないか
1. 判断に迷う場合、人事・法務へ相談したか

	注意
本チェックリストは社内教育・確認用のひな形です。項目・表現は最新の法令・公取委/厚労省資料及び自社規程に合わせて補充してください。フリーランスへの発注を一律に避けるためのものではありません。
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